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1. 緒言

1.1. 宇宙における電線火災の危険性
　宇宙開発を推進する上で，安全性の確保は必須である．
宇宙船や宇宙基地などの人工物の閉鎖空間では，一旦災害
が起きた際の対処が極めて難しい．そのため，事前に災害
の可能性について正しく理解・予測し，それを阻止する対
策を施すことが必要である．しばしば報じられた米国ス
ペースシャトル計画の凍結[1]は，宇宙開発における安全確
保を最優先事項とした典型的な例である．
　慎重に扱われている問題ではあるものの，これまでに何
も火災事故がなかったわけではない．人為的なミスから

自然発生的なものを含め，報告されているだけでも相当量
に達する．これまでの災害報告において火災に関するもの
を選ぶと，機内の電子回路，すなわち配線や基板の過熱が
主な要因であることを知る．例えば，スペースシャトル・
ミッションにおけるオーバーヒートによる導線被覆材の溶
融 (STS-6)，配線の短絡 (STS-28)，故障や不具合による電
子部品のオーバーヒート (STS-35，40，50) などがある[例
えば 2-4]．米国以外にも，ロシアの宇宙ステーション・ミー
ルでの (化学反応型の) 酸素発生装置による火災 (1997 年 2 

月) をはじめ，それ以前のサリュート，ソユーズでも火災
事故などが報告されている[例えば 5-7]．現時点では人的被
害が少ないためか，あまり大きく取り沙汰されていないが，
もし今後火災による壊滅的な被害が生じれば，宇宙ビジネ
スの発展は期待できないものとなろう．この意味で，微小* Corresponding author. E-mail: yuji-mg@eng.hokudai.ac.jp
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重力場での電気火災，すなわち着火および延焼に対する正
しい知見と基礎特性を十分に把握することは，宇宙開発事
業を支える重要な案件である．本研究では主に後者の「延
焼」すなわち燃え広がり現象に着目し，その知見を得よう
とするものである．

1.2. 過去の電線燃焼に関する研究例
　ところで電線 (被覆導線) の燃焼過程に関する研究例は著
しく限られている．電線に近い現象として，可燃性固体物
質 (ここでは PMMA: ポリメチル酸メチル) に金属を貼付ま
たは埋め込み，その燃焼特性を調べたものがある[8-9]．そ
れによれば，金属を通じて未燃部への熱輸送量が増加し，
燃え広がり速度が増加することが示され，火災を促進し得
る可能性が指摘された．Bakhman ら[10]は初めて被覆導線
を研究対象とし，心線材料の向きや形状および熱伝導性が
燃え広がり速度に与える影響を調べた．このとき，固体可
燃物 (高分子材) が燃焼過程中に軟化し自重に耐えられずに
変形をはじめ，それが火炎形状を著しく変化させて，ひい
ては燃焼状態に大きな影響を与えることを指摘した．この
ような重力が支配する現象が現れると，導線燃焼そのもの
の特性が隠されてしまい，詳細な物理過程を調べることが
できない．
　そこで藤田らは，落下塔施設 (JAMIC) を用いて重力の影
響を取り除き，シャトル内部で想定される微風を加えた状
態での被覆導線の燃え広がり現象を調べた[11]．その結果，
①低流速領域において燃え広がり速度が極大値を取る，②
微小重力場では地上場よりも燃え広がり速度が大きい (= 

火災危険性が増す) という重要な結論を得た．このことは，
微小重力環境での防災基準は地上場のそれに比べて強化し
なければならないことを示唆する．燃え広がり速度が極大
値を取る理由は，速度増加により酸素の流入による反応速
度の増加と熱損失の増加の競合としているが，幾何学効果
で説明することを試みている．しかしながら，それだけで
はどの条件で極大値を示すのか不明である．一方，梅村ら
の研究グループは，理論計算により被覆導線の燃え広がり
現象のメカニズムを調べた[12]．その結果，重力のない場
でも金属心線を介した伝熱過程が燃え広がり現象に極めて
大きな影響を与えることを示した．しかし，燃え広がり速

度が流速に対して極大値を生じることについては明確な理
由を示していない．

1.3. 本研究の狙い
　微小重力場における固体物質の燃え広がり現象に対し，
低速条件では火炎からの輻射伝熱が重要となる報告がある
[例えば 13-14]．自然対流のない場において強制的に与える
対流速度が小さくなると，熱および物質は空間に淀み，拡
散層，ひいては火炎帯幅は厚くなる．その結果，対流や拡
散による熱輸送量は減じる一方，放射による熱輸送量は増
加する．つまり，相対的に放射熱移動が重要になる．これ
らの物理現象は，対象が電線であっても同じように起こり
得るため，特に低流速場での現象 (= 低流速場で燃え広が
り速度が最大値をとる) へ寄与する可能性が捨て切れない．
しかしながら，これまでの電線燃焼研究において放射モデ
ルを積極的に取り入れて解析を試みた例はない．
　そこで本研究では，火炎からの放射に最も簡素なモデル
を導入し，そのモデルパラメータを変化させる「数値実験」
を行うことで，放射伝熱が被覆導線の燃え広がり特性に与
える影響について調べることを目的とする．これにより，
実験的に示された「低速領域における燃え広がり速度の増
加」がどのようなメカニズムで起こり得るのか，一つの考
えを導いたので報告する．

2. 解析モデル

2.1. 解析対象
　図 1 に本研究で考慮した解析モデルの概略図を示す．空
間中に被覆導線が直線状に配置され，一端から着火させた
後の一方向への燃え広がり現象を扱う．火炎の進行方向と
対向する向きに 0 cm/s～20 cm/s の強制流れを与える．微
小重力場 (正確には無重量環境) を模擬するため，現象は導
線の中心軸に対称であるとする．

2.2. 気相の解析モデル
　気相の物理現象は，次に示す質量，運動量，エネルギー，
成分の保存方程式と理想気体の状態方程式，反応速度式の 

6 つの基礎式によって記述される[15]．
質量保存式:

　

運動量保存式 (x, r 方向):
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Fig.1  Schematics of numerical model
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エネルギー式:

　

成分保存式 (i 成分):

　

　(i = F, ox, CO2, H2O)

反応速度式:

　

状態方程式 (理想気体と仮定):

　

各記号は記号表の通りとする．気体の熱力学定数ならびに
輸送係数は空気のものを用い，温度依存性を考慮する．気
相の化学反応は後に示す固体の熱分解生成ガス (エチレン : 

後述) と酸素による単段の一段不可逆総括反応とし，完全
反応を考える (C2H4 + 3O2 → 2CO2 + 2H2O)．反応定数につ
いては Westbrook らの値を参考にした[16]．実際に生成す
る中間生成物や熱解離を考慮しないため，火炎温度は著し
く高く見積もる．輻射過程を考える際，火炎温度は重要な
要素であるため，できる限り実験値に近いものであること
が望ましい．そこで本研究では，微小重力場での実験で得
られた最大火炎温度[11]に合致するよう解離度 (完全反応し
た場合を 0 % とする) を求め，これを用いて温度補正を行っ
た．ここで考慮する解離反応は

　CO2 ⇄ CO + 1/2 O2  DHCO = 10.10 MJ/kg

　H2O ⇄ H2 + 1/2 O2  DHH2 = 119.9 MJ/kg

の 2 つとし (共に矢印右向き)，その速度は無限大とする．
解離反応により生じた生成ガス (CO や O2 など) は解析内
部に反映しない．すなわち解離反応は単に高温時の吸熱項
として考慮する．CO2 および H2O の解離度の温度依存性に
ついては文献 17 に準じる．これによると 2000 K では相当
する解離度は数 % 程度であるが，2500 K では 10～20 %，
3000 K では 20～50 % にも達する．

2.3. 簡易放射モデル
　本研究では火炎から心線または被覆部への熱放射による
熱流入を考慮する．簡略化のため，ガス相は全ての波長に

対して透明であるとし，輻射再吸収は考えない．火炎から
の輻射には灰色体近似が適用できると考える．実際の計算
では，各々の計算格子から発せられる放射エネルギーの対
象固体 (心線，被覆部) の立体角分を全て積算し，輻射加熱
量とする (図 2 参照)．
　ここで考える放射体は主に高温領域に発生する煤 (すす) 

とするが，気相の解析モデルで述べた通り，気相の反応モ
デルには煤生成過程を一切含まない．そこで Kaplan らの
提案したモデル[18]を参考にし，CO2 および H2O の濃度の
関数として「擬似煤塊の吸収係数 : kabs [cm-1]」を与えた．

　

このとき温度 T で微小体積 dv の要素からの輻射熱量 Qr は
下記で与えられる[19]．

　

fabs は吸収係数の補正値であり，これが 1 のときは CO2 お
よび H2O からのガス輻射のみが存在するとし，fabs が 1 以
上のときはガス以外の輻射媒体 (すなわち煤塊) による影響
があると考える．本研究ではこの fabs の値を「数値パラメー
タ」として変化させることにより，放射伝熱量そのものを
変化させ，それが燃え広がり現象に与える影響を評価した．
一般に煤の分布は CO2 または H2O といった最終生成物と
同じにはならないが，我々の興味は「考えられる程度の放
射伝熱を考慮することで燃え広がり現象が影響を受け得る
かどうか」を調べることにあり，定性的な議論には有効で
あると考える．

2.4. 電線部 (固相) の解析モデル
　固相には被覆材と心線の 2 種類があるが，被覆材の熱伝
導率は心線のそれに比べて小さいこと，厚みが十分薄いこ
とを考慮して，軸方向への熱伝導は心線のみとする．なお，
本研究では心線材料は相当する実験[11]と同様に直径 0.5 
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Fig.2  Schematic of applied radiation model
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mm のニッケル合金 (nickel-chrome) を考える．被覆材はポ
リエチレンとし，その厚みは 0.15 mm とする．被覆材，心
線共に均質であるとし，半径方向への物理量分布はないと
する．また被覆材は熱分解温度まで加熱されると，溶融を
経ずに気化するものとする．分解時の反応モデルは下記の
総括一段反応を仮定する．

　

　ここで Bs, Es は，それぞれ固体の熱分解生成ガスの頻度
因子および活性化エネルギーを表す．反応定数は文献 20 

の計測値を流用した．
　被覆材が気化した際の燃料の質量およびエネルギー保存
則は下記のよう書ける (ただし添字 c および s で心線およ
び被覆材を表すものとする)．

　

　ここで  および  はそれぞれ一次元熱伝導方程式か
ら導かれる金属心線の軸方向の流入熱量と流出熱量の差お
よび熱分解反応によって被覆材から奪われる潜熱である．

 および  は金属および被覆材表面への正味輻射
熱流入である．なお，心線および被覆材の吸収率および反
射率は全て 0.3 とする．  は心線と被覆材との間の熱流
束であり，円筒座標系における熱流束一定の条件として与
える．

　

　可燃性固体は図 1 の通り有限の厚みを持つが，気相の物
理量の計算過程ではその厚さは考えないとする．すなわち，
燃焼が進行し，実際には被覆材が消失した結果，心線との
間に生じる物理的な「段差」の影響は無視する．同時に溶
融部が表面張力により「球状」となる物理現象は考慮しな
い．被覆材が熱分解により消費し尽くした位置 (= 数値上
では消費速度の時間積分が元の質量分を超えた瞬間と定
義) を「燃えきり位置」と定義し，それよりも上流では未
燃の被覆材が存在し，下流はむき出しの心線であるとする．

2.5. 境界条件および初期条件
　心線の中心軸に相当する r = 0 においては軸対称条件，
ダクト入口に相当する領域右端には流入境界条件 (= 初期

温度・濃度を持つ流体が一定速度分布で流入する)，それ以
外の周囲境界においては開放条件を課して計算を行った．
微小重力場などで滞留時間が長い場では，ダクトの入口に
熱膨張の影響が出ることが知られているが[21]，本研究で
はその影響は無視する．この効果を含めるか否かで解析の
煩雑さが大きく変わるが，本研究の最大の興味である「火
炎からの輻射熱輸送が燃え広がり速度の大小に影響を与え
るかどうか」は，この影響とは独立して存在するため，現
象の定性的な傾向は再現できると考える．ダクト入口から
の流入速度分布は前縁 10 cm の距離で発達させた境界層流
れ分布とする．実際の実験では燃え広がりと同時に火炎は
異なる境界層厚さの中を進行するが，このときには完全定
常解が存在しない[22]ため，解析的にはこの効果を無視し
て定常解を得る．
　本解析では時刻ゼロ (t = 0 s) において「(速度条件毎に) 

最終解に近いと思われる予測解」を与えることで，そこか
ら非定常計算を開始して最終的な定常解を得る手法を採用
した．この予測解とは，未燃部に相当する固体表面から一
定流量の燃料を気相に噴出させ，その上に定常拡散火炎が
形成されたときの物理量である．この「擬似火炎」を初期
値として与えた瞬間を本解析では「(擬似) 着火」と考える
ことにする．勿論，予測解が最終解にどれだけ近いかによっ
て最終的な定常解を得るまでの時間は異なる．しかしなが
ら，少なくともこのようにして与えた初期値が緩和される
までの時間は，実際の着火～定常解を得るまでにかかる時
間よりも短い．すなわち，この方式で定常解までかかる時
間は，実際に着火させた場合に定常解に達するまでに必要
な「最低所要時間」であると考える．なお初期の周囲雰囲
気は常温且つ常圧とし，酸素濃度 35 % (窒素希釈) とする．
なお，一般的な宇宙船内環境は常温・常圧・酸素 21 % (窒
素希釈) であるが，ここでは比較のため相当する実験[11]と
同条件で解析を行う．

3. 解析方法

　時間進行にはオイラーの陰解法を用い，繰り返し計算に
より解を得る．スタッガード格子を採用し，移流項は 2 次
精度の中心差分法を適用した．圧力項の計算には SIMPLE 

法[23]を用い，速度場を適宜修正しながら収束解を得る．
解析は全て非定常計算を基本としており，時間ステップ
間の変動値がある基準値以下 (ここでは最大スカラー量の
変動が 0.1 % 以下) になったときを定常解が達成されたと
考える．計算領域および格子点数はそれぞれ 52.5 mm x 26 

mm および 351 x 116 である．x 方向には不等間隔格子を，
r 方向には等間隔格子を用いる．x 方向の不等間隔格子にお
ける最小格子サイズは 0.15 mm であり，対象とする無重力
火炎を再現するのに充分である．
　着火後の非定常計算過程において，常に燃えきり位置が
計算領域の中央になるように，座標変換 (平行移動) を逐次
行う．この平行移動速度を求め，これを「(燃えきり位置で
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定義した) 燃え広がり速度」として考える．なお，本解析
では火炎先端位置の履歴からも (火炎先端位置で定義した) 

燃え広がり速度も算出した．定常状態である限り両者は一
致するため，どちらで定義しても構わない．

4. 計算結果および考察

4.1. 火炎形状の非定常変化
　図 3 に輻射熱輸送を考慮しない場合 (fabs = 0．図左) と輻
射熱輸送を考慮した場合 (fabs = 50．図右) における温度分
布の時間変化を示す．ここでは対向速度を与えない場合 (U 

= 0.0 cm/s) と対向速度を与えた場合 (U = 5, 10 cm/s) の 3 条
件のみを取り上げる．図中の▲は燃料の燃えきり位置を示
す．図からわかるように，対向速度に依存せず，輻射熱輸
送を考慮に入れると，火炎温度は低下し火炎体積 (高温領
域が占める体積) は増加する．このことは，輻射による熱
損失が火炎形状を変化させ，火炎と固体との相互作用を変
化させ得ることを暗示する．また，火炎先端と燃えきり位
置との距離は対向流速が増加するほど短くなり，未燃の固
体が火炎に覆われる領域が狭くなることが確認できる．注
目すべきは，流速が大きい場合には 5 秒後の温度分布にほ

とんど変化が確認できないが，微風なしの場合は，15 秒後
でもまだ緩やかに火炎は広がることである．
　図 4 に，様々な流速条件において火炎位置および燃えき
り位置から算定した燃え広がり速度の時間変化を示す．対
向速度を与えると，着火から 5 秒後までには両者で定義し
た燃え広がり速度は一致し，その後はほぼ一定値を保つ，
すなわち定常状態が実現される．その一方，対向速度を与
えない場合では，少なくとも着火 10 秒後でも (準定常状態
に近いとは言えるものの) 定常状態には達しないことがわ
かる．このように定常解が得られるまでの時間は対向流速
に強く依存することが確認できる．なお，このことは輻射
モデルの有無に拠らない．
　以上から，微小重力場において微風条件での燃え広がり
速度を得るには，十分な時間を必要とすることがわかる．
現存する微小重力場における被覆導線の燃え広がり実験研
究はほとんど落下塔 (微小重力時間 10 秒以下) で行われた
ものであり，定常状態であったかどうかは疑わしい．しか
しながら，理想的な「静止空間」は存在せず，どこかに「ゆ
らぎ」や「微風」があるため[24]，実際はこの程度の時間
で定常的な現象が観察されている可能性もある．いずれに
せよ，この議論を終結させるためには，10 秒以上の質の
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Fig.3 Time-sequence of 2-D temperature contour plot of spreading flame with various imposed velocities. Left: without radiation model, Right: 
with radiation model (fabs = 50). Triangle: burnout point of solid fuel

Fig.4  Flame spread rate based on flame front (open circle) and burnout front (closed circle); fabs = 0
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高い (重力変動などの少ない) 微小重力時間が得られる環境
で確かめるしかない．我々の研究グループでは，相当する
実験をRocket Plane 社によるサブオービタル飛行[25]にて 

2010 年に実施する予定であることを付記しておく．

4.2. 燃え広がり速度に与える輻射熱輸送の効果
　図 5 に対向流速毎に得られる定常燃え広がり速度に与
える輻射モデルの効果を示す．具体的には輻射パラメー
タ fabs を変化させた際の燃え広がり速度の違いに着目する．
参考のため，図には JAMIC で得られた実験結果[11]を重ね
て表示した (図中の◎)．なお，ここでの燃え広がり速度は
定常状態に達した後のものである．図からわかるように，
火炎からの輻射伝熱量 (～fabs) の増加に伴い低流速側の燃
え広がり速度は低下し，高流速側では逆に大きくなること
がわかる．また，ここで考慮した fabs の値 (～250) によっ
ては実験で観察される低流速条件で燃え広がり速度のピー
クを再現可能である．
　ところで，本解析で考慮した fabs の範囲が実際にどのよ
うな状態に対応するか補足しておく必要があろう．Kaplan 

らによれば，エチレン拡散火炎においては，煤を含む火

炎付近の吸収係数の最大値は 0.4 cm-1 程度であるという
[18]．本研究で用いた fabs の値に相当する吸収係数の最大
値は，それぞれ fabs = 50 では 0.026 cm-1，fabs = 100 では 0.048 

cm-1，fabs = 250 では 0.097 cm-1，fabs = 500 では 0.182 cm-1 で
ある．すなわち fabs = 250 以降では文献値と同じオーダとな
ることは留意に値する．このことからも，微小重力場にお
ける燃え広がり速度の振る舞いには，輝炎からの輻射伝熱
が重要となる可能性が示唆された．
　ここで，一般に輻射現象が燃え広がり速度にどのように
寄与するのか検討を加える．図 6 に被覆部からの湧き出し
速度に与える輻射モデルの効果を示す．この図から湧き出
し領域が fabs の増加に伴い短くなり，その度合いは対向速
度が小さい，つまり滞留時間が長いほど顕著である．この
ことは，火炎に囲まれる部分の被覆材の長さが短くなり (図 

3 参照)，火炎からの輻射 (や伝導) を受ける予熱領域 (ある
いは分解領域) が狭くなることを意味する．その一方で fabs 

が大きいほど火炎温度は低下する (図 7 参照)．輻射伝熱量
は fabs に対して線形に応答するが，火炎温度に対しては非
線形に応答する．このため，fabs の増加は，火炎からの輻
射熱損失を増加させると共に，輻射による未燃部の加熱を
同時に促進し得る．
　以上をまとめると fabs の増加は，①未燃部への輻射熱流
束を増加させる一方で，②加熱領域 (長さ) を短くする．そ
のため，分解領域が受ける総熱量は「それらの兼ね合いに
より」大きくなるか小さくなるかが決まるのである．両者
が，例えば対向流速に対して同じような応答曲線を示せば
ちょうど打ち消しあうことになるが，それらが違えばその
差が未燃領域に加わる熱量，すなわち燃え広がり速度に変
化をもたらす．実際には後者であるため，fabs によって対
向流速による燃え広がり速度の変化が異なったと解釈でき
る．実際に，本解析結果から未燃領域に輻射伝熱分により
流入する熱流束をその領域内で積分したものを計算すると
図 8 を得る．この曲線が図 5 で示した燃え広がり速度の変
化 (特に低流速領域) に酷似していることは注目に値する．
つまり輻射伝熱はここで扱う燃え広がり現象を支配要因と
して働き，その予測精度が微小重力場での燃え広がり現象
を再現するのに重要であることを意味する．なお，高流速
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Fig.5 Effect of radiation parameter (fabs) on the responses of flame 
spread rate with impose flow velocity in microgravity

Fig.6 Predcited profiles of evolved gas velocity from the decomposition regime under various imposed radiation parameter fabs (50～500). From 
left to right, results of U = 0cm/s, 5cm/s, 10cm/s are shown, respectively.
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側における図 5 と図 8 の「違い」は，心線を通じた熱伝導
が促進されることに拠る．心線を通じた熱伝導は，低流速
側の現象には大きく寄与しないものの，高流速側での燃え
広がり速度の低下を抑制するように働く．

4.3. 今後の改善点
　上記の通り，火炎からの輻射伝熱が燃え広がり速度の
ピークを与える可能性が捨てきれないことを指摘したが，
ここで用いた放射体モデルでは「煤分布は CO2 あるいは 

H2O の分布に準拠する」という前提条件が課されているた
め，正確さに欠けるのは否めない．もちろん煤分布は生成
ガス分布と異なることが知られており[例えば 26]，煤生成
過程そのものも場の速度の影響を強く受ける[27]．低流速
中での煤分布の研究の進展により，放射モデルの精度向上，
ひいては微小重力場における低流速中での火炎燃え広がり
現象に対する予測精度が向上するものと考えられる．
　Yozgatligil らによれば，微小重力場では火炎内部に煤殻
が形成され，それは環境条件の影響 (希釈ガス，酸素濃度
など) を受けて複雑に変化する[28]．彼らの主張にもあるよ
うに，煤生成モデルを考える際，煤の前駆物質である PAH 

(多環芳香族炭化水素) の酸化過程，あるいは PAH の生成に
強く関わるアセチレン (C2H2) の酸化過程や煤による輻射吸
収効果も考慮すべきであると主張する研究成果は多くある
[例えば 29]．一方で，Litzinger らのように PAH 濃度とその
増減は煤の数密度とよい一致を示すとの主張もあり，それ
に基づく予測精度が良いことを示す例もある[30]．これら
の主張からは統一的な見解を得ることができず，考慮すべ
き現象に課せられる外部条件に応じて適切なモデル手法を
選ぶ，あるいは新たに構築する必要があることを示唆する．
微小重力場での電線燃え広がり過程における煤分布および
発生量を確認すべく，我々のグループでは，透過光計測を
用いてそれらを系統的に測定している．この実験データか
ら適切なモデルを導入し，輻射伝熱が現象に与える影響に
ついて再度評価したい．

5. 結言

　本研究では，微小重力場における被覆導線の燃え広がり
現象に与える火炎からの輻射熱の影響について調べるた
め，簡易放射モデルを用いた数値実験を行った．その結果，
特に低速領域においては放射熱輸送が現象に大きく影響す
ることを指摘し，実験で確認された「低速領域での燃え広
がり速度のピーク」が輻射伝熱による可能性であることを
示した．また，完全静止雰囲気下においては，火炎が定常
状態に至るには相当量の時間が必要であり，実験にて得ら
れた現象は完全に定常であるのかどうか不確かであること
が示唆された．このことは，現象の本質を観察するために
は，短時間で定常解を得られるような周囲条件にするか，
長時間微小重力実験を行うか，いずれかの選択が求められ
ることがわかった．
　ここで示されたように，高精度な放射モデルの構築は燃
え広がり現象の再現には不可欠である．今後は放射モデル
の改善により，微小重力場での電線火災危険性の予測精度
の向上に努めたい．
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記号表

A 面積
B 頻度因子 (添字 g, s はガス，固相を表す)
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Fig.7 Effect of radiation parameter on predicted maximum flame 
temperature under various imposed velocity conditions

Fig.8 Total heat transfer via radiation from the flame to preheated 
regime of burning sample
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 Bg = 7.143×109m3/(kg･s)

 Bs = 5.00×1018s-1

cp 定圧比熱
D 物質拡散係数
E 活性化エネルギー (添字 g, s はガス，固相を表す)

 Eg = 30.0 kcal/mol = 125.61 kJ/mol

 Es = 300 kJ/mol

fabs 輻射パラメータ
DH 生成エンタルピー
kabs 吸収係数
m 質量流束
p 圧力 (動力学的)

Q 熱量
q 熱量 (単位体積当りで評価)

R 気体定数
r 半径方向座標
T 温度 (添字 g, s, c はガス，固相，金属を表す)

t 時間
U 対向流速
u x 方向速度
V 燃え広がり速度，体積
v r 方向流速
w 反応速度
X モル分率
x x 方向座標
Y 質量分率

ギリシャ文字
m 粘性係数
l 熱伝導率
n 量論係数
r 密度
s ステファンボルツマン定数
 s = 5.67×10-8 W/(m2･K4)

添字
c 心線
CO2 二酸化炭素
cs 固体内部の熱伝導
F 燃料
fs 火炎から固体に向かう輻射熱輸送
H2O 水
in 流入分
g ガス
ox 酸素
p 燃焼生成物
r 半径方向
rad 輻射
s 被覆材，固相 (ポリエチレン)

w 被覆材表面
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